（様式第９号）

景気対策特別融資承認申請書
令和　　年　　月　　日　
　広　島　市　長　　様

　　　　　　　　　　　　取扱金融機関　住　　所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者名）　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　融資申込者　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者名）　　　　　　　　　　　　
　

広島市中小企業融資制度要綱に基づく景気対策特別融資を実行したいので、関係書類を添えて申請します。　　　　　　　　　

	融資予定額
	運転資金　　　　　　　千円　　

	従業員数
	人
	業種
	

	法人設立又は個人開業年月日
	
	資本金又は出資金
	円　

	申　請　区　分
	（　売上額　・　売上総利益率　・　営業利益率　）で申請します。

	売上額等の減少の状況
	（単位：　　円 ・ ％ ）

	
	区　　分
	令和
　年　　月
	令和
　年　　月
	令和
　年　　月
	月平均

	
	月売上額、
月売上総利益率、
又は月営業利益率
	
	
	
	（Ａ）

	
	区　　分
	平成 ・ 令和
　年　　月
	平成 ・ 令和
　年　　月
	平成 ・ 令和
　年　　月
	月平均

	
	最近３か年のいずれかの年の同期売上額、売上総利益率、又は営業利益率
	
	
	
	（Ｂ）

	
	最近３か年のいずれかの年の同期減少率
	（Ｂ－Ａ）／Ｂ　＝
	　　　　　　％


※　最近３か年のいずれかの年の同期減少率・売上総利益率及び営業利益率については、小数点第２位を切り捨てたものを記載すること。
	広島市中小企業融資制度要綱に基づく、景気対策特別融資について承認します。　 
 　　令和　　年　　月　　日
 　　　　　　　　　　　　　広　島　市　長　　　　　　　　　　　　　印

（注）承認の有効期間は、承認日から起算して９０日とする。


〔提出書類〕
(1) 本申込書　２部

(2) 住所・所在地を明らかにする書類

1 法人：会社の現在事項全部証明書（登記簿謄本等）又はその写し

2 組合：定款

3 個人：住民票、印鑑登録証明書、運転免許証等の書類で住所が確認できるもの又は、　　　その写し

（市外在住の個人事業主、本社が市外の法人については、市内における事業活動の実態が確認できる書類）

(3) １年以上の業歴を明らかにする書類

1 法人及び組合：決算書〔１期分〕（決算期間が１年未満の場合は２期分）

2 個人：確定申告書（又はその控）の写し〔１年分〕（事業期間が１年に満たない場合は２期分）

(4) 売上減少要件を確認する書類（試算表、売上台帳、取引台帳、売上額等確認表　等）

(5) 許認可証等の写し（許認可等を要する業種に限る。）

(6) 暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書（様式第１６号）
(7) その他市が必要と認める書類
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